
日本行政書士会連合会 
登 録 委 員 会 規 則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、日本行政書士会連合

会（以下「本会」という。）会則第 53 条

の 14 第３項の規定に基づき、登録委員会

の運営のために必要な事項を定め、もっ

て、行政書士法（以下「法」という。）第

３章及び会則第７章の行政書士登録事務

並びに法第５章及び会則第７章の２の行

政書士法人届出事務の適正且つ円滑な運

営を図ることを目的とする。 

（登録委員会の組織） 

第２条 登録委員会は、委員長及び委員６

人をもって組織する。 

２ 登録委員会の委員長は、専務理事をも

ってこれに充てる。 

３ 登録委員会の委員は、理事のうちから

会長が指名し、理事会の承認をもって委

嘱する者をこれに充てる。 

４ 登録委員会委員の任期は、会則第８条

の規定を準用する。 

５ 登録委員会の委員長及び委員が任期満

了により退任した場合、前項の規定にか

かわらず、新たに登録委員会が構成され

るまで前任者が登録委員会の事務を行う

ものとする。 

（登録委員会の職務） 

第３条 登録委員会は、法第３章及び会則

第７章に定める行政書士の登録、登録の

拒否、登録の取消し、登録の抹消、抹消

の留保及び行政書士名簿記載事項変更の

適否について必要な審査並びに法第５章

及び会則第７章の２に定める行政書士法

人の届出に関して必要な調査をするもの

とし、本会の登録事務全般を管理する。 

２ 前項の審査は、本会の定める「行政手

続法施行に伴う行政書士の登録及び登録

の取り消し、登録の抹消並びに標準処理

期間等の基準」に基づいて行うものとし、

書面審査を原則とする。 

３ 登録委員会は、前２項の審査及び調査

を毎月２回以上行うために、委員長及び

委員の半数が出席する小委員会を開催す

ることができる。 

４ 登録委員会は、行政書士登録事務取扱

規則及び行政書士法人届出事務取扱規則

に基づく本会の事務を行う。 

５ 登録委員会は、前項の事務を本会職員

に行わせることができる。 

６ 前項の事務を行った本会職員は、次に

開かれる登録委員会に処理の状況を報告

しなければならない。 

７ 登録委員会は、第１項の審査、調査及

び第４項の事務を行うために必要な事項

について自ら調査し、又は行政書士会に

その調査を依頼することができる。 

（行政書士電子証明書の発行等管理） 

第３条の２ 登録委員会は、前条の職務の

ほか、行政書士名簿登録事項を利用して

行政書士電子証明書の発行及び失効等を

管理する。 

（登録委員会の招集） 

第４条 登録委員会の招集は、会長の承認

を得て委員長が行う。 

２ 登録委員会は、構成員の過半数の出席

がなければ会議を開き、議決することが

できない。 

（登録委員会の議事） 

第５条 登録委員会の議事は、出席委員の

過半数の同意により決し、可否同数の時

は、委員長の決するところによる。ただ

し、登録の拒否及び登録抹消の留保に係



る議事は出席委員全員の同意をもって決

するものとする。 

２ 登録委員会の議事は、非公開とする。 

３ 委員長、委員及び本会の職員は、正当

な理由なく、登録委員会の議事に関して

職務上知り得た秘密を他に漏らし、又は

窃用してはならない。委員長、委員及び

本会の職員でなくなった後においても、

また同様とする。 

（登録又は登録の拒否） 

第６条 本会は、第３条第３項の小委員会

全員の合議に基づき登録を適当と認める

者については、行政書士名簿に登録し、

登録を適当と認められない不足、不備又

は疑義があるときは当該不適当事由が是

正また補正されるまで登録を保留し、是

正又は補正が行われない場合に登録委員

会において登録を不適当とする決議がな

された者については登録を拒否する。 

２ 前項により登録を拒否しようとすると

きは、資格審査会の議を経なければなら

ない。 

（委員長に事故等がある場合の措置） 

第７条 登録委員会の委員長に事故等があ

るときは、本会会長があらかじめ指定す

る副会長が委員長の職務を代理する。 

（登録事務の細目） 

第８条 登録委員会は、行政書士の登録事

務及び行政書士法人届出事務の細目を明

確にするため、行政書士登録事務処理要

領及び行政書士法人届出事務処理要領を

定めることができる。 

 

附  則 

 この規則は、会則の認可の日（平成 19年

７月２日）から施行する。 

 

附  則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行

する。 

 


